
2025/05/26 19:19:49 / 24180477_株式会社バッファロー_招集通知

表紙

上記の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省
略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたし
ます。

第43期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

・事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制
の運用状況の概要」

・連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

・計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第43期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社バッファロー
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は内部統制システム整備のため、「内部統制システム構築の基本方針」に基づき体制を整備し
ております。

[内部統制システム構築の基本方針]
① 当社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制
(1) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）による職務執行の監督機能を維持・向上する
ため、執行役員制度の採用による執行機能と監督機能の分離および独立性を考慮した社外
取締役の継続的な選任を行う。

(2) 役員および従業員は、「バッファローコンプライアンス基本方針」、「株式会社バッファ
ローコンプライアンスコード」に基づき、社会的な要請に応える適法かつ公正な事業活動
に努めるとともに、担当執行役員を統括責任者として置き、その所轄下でコンプライアン
スに係る全社的な管理を行う。

(3) 当社の事業に適用される法令等を識別し、法的要求事項を順守する基盤を整備するととも
に、随時、教育や啓発を行う。

(4) 「内部通報制度」に基づき、法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見と
是正を図る。

(5) 監査等委員会は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況を含め、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行を監査する。

(6) 内部監査部門は、内部統制の評価ならびに業務の適正性および有効性について監査する。
(7) 反社会的勢力対策に係る規程等を定め、反社会的勢力との一切の関係遮断、不当要求の拒
絶のための体制を整備する。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会その他の重要な会議における意思決定に係る情報、代表取締役のその他の重要な決
裁に係る情報ならびに財務、その他の管理業務、リスクおよびコンプライアンスに関する情報
について、法令・定款および社内規程等に基づき、その保存媒体に応じた適切かつ確実な検索
性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) リスクの的確な把握・評価と適切なコントロールを行うリスクマネジメント体制に加え、
重大事案が発生した場合における被害拡大防止や損害・損失の極小化を可能とする危機管
理体制を統合した、統合リスクマネジメント体制を確立する。

(2) 重大な危機が発生した場合には、危機管理に係る規程等に基づき、取締役管理本部長の進
言により、原則として代表取締役が「経営危機対策本部」を設置し、自ら指揮を執り、迅
速かつ適切な対応と早期復旧に努める。

(3) 監査等委員会および内部監査部門は、統合リスクマネジメント体制の実効性について監査
する。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 取締役会における議論の質の向上および迅速な意思決定を行うため、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）を適正な員数に保つ。

(2) 取締役会は、経営の基本方針を策定し、方針に沿った事業戦略および諸施策の進捗状況等
を定期的に検証する。

(3) 取締役会は、取締役会が定める経営機構および業務分掌に基づき、代表取締役、業務執行
取締役および執行役員に業務の執行を委任する。

(4) 代表取締役は、執行責任者として目標達成に向けた業務執行取締役および執行役員の職務
の執行を統括する。また、業務執行取締役および執行役員は、担当領域の具体的な目標を
決定するとともに効率的な業務執行体制を構築する。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団（以下、当社グループという。）における業務の適正を
確保するための体制
(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
・当社は子会社の経営内容を的確に把握するため、必要に応じて関係資料等の提出を求め
る。
・当社は子会社に、子会社の営業成績、財政状態その他の重要な情報について報告を求め
る。また、必要に応じて、当社の取締役会に子会社の取締役または従業員が出席するこ
とを求める。

(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正か
つ効率的な運営を期する。
・当社は、子会社の事業内容や規模等に応じて、取締役会非設置会社の選択や執行役員制
度の導入を認めるなど、子会社の指揮命令系統、権限および意思決定その他の組織に関
する体制を構築させる。

(4) 子会社の取締役等および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
・当社は子会社に、その役員および従業員が「コンプライアンス基本方針」、「株式会社
バッファローコンプライアンスコード」に基づき、社会的な要請に応える適法かつ公正
な事業活動に努める体制を構築させる。
・当社は子会社に、その事業内容や規模等に応じて、適正数の監査役やコンプライアンス
推進担当者を配置する体制を構築させる。
・当社は子会社に、内部統制システムの構築・運用状況を含め、子会社の取締役の職務執
行を監査する体制を構築させる。
・当社は子会社に、法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図
るために設置した「内部通報制度」を利用する体制を構築させる。

(5) その他の当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
・当社は、当社と子会社間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、ＩＴを適切かつ有
効に利用する。
・当社の監査等委員会および内部監査部門は、子会社の業務の適正性について調査する。

⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項
　当社は、監査等委員会の職務を補助するため、専任の従業員を置くことができる。従業員の
人数、人選等については、監査等委員会と取締役（監査等委員である取締役を除く。）が協議
して決定する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
からの独立性に関する事項ならびに当該従業員に対する監査等委員会の指示の実効性の確保
に関する事項
(1) 監査等委員会の職務を補助すべき従業員は、監査等委員会の指揮・命令に服する。人事考
課は監査等委員会が行い、人事異動、処遇については、監査等委員会と取締役（監査等委
員である取締役を除く。）が協議する。

(2) 当社は、監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関し、監査等委員会の指揮命令に従う
旨を当社の役員および従業員に周知徹底する。

⑧ 当社の監査等委員会への報告に関する体制
(1) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および従業員が監査等委員会に報告す
るための体制
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）および執行役員は、その職務の執行状況に
ついて、取締役会等の重要会議を通じて監査等委員会に定期的に報告を行うほか、必要
の都度、遅滞なく報告する。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員および従業員は、監査等委員会
が事業の報告を求めた場合、または監査等委員会が当社グループの業務および財産の状
況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応する。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、会社に著しい損害を及ぼした事実また
は及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちに監査等委員会に報告する。

(2) 子会社の取締役、監査役等および従業員またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監
査等委員会に報告をするための体制
・子会社の役員および従業員は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報
告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
・子会社の役員および従業員は、法令等の違反行為等、当社または当社の子会社に著しい
損害を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の子会社を管
理する部門へ報告を行うか、または「内部通報制度」に基づく通報を行う。
・当社内部監査部門、総務部等は、定期的に当社監査等委員会に対する報告会を実施し、
子会社における内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

・「内部通報制度」における企業倫理責任者は、当社グループの役員および従業員からの
内部通報の状況について、通報者の匿名性に必要な処置をしたうえで、定期的に当社取
締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員会および取締役会に対して報告
する。

⑨ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制
　当社は、監査等委員会への報告を行った当社グループの役員および従業員に対し、当該報告
をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役員およ
び従業員に周知徹底する。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事
項
(1) 監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、
担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の
執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

(2) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設
ける。

⑪ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 監査等委員会の監査機能の向上のため、監査等委員である取締役の選任にあたっては、専
門性のみならず独立性を考慮する。

(2) 監査等委員会は、会計監査人、内部監査部門および当社グループの監査役等と、情報・意
見交換等を行うための会合を定期的に開催し、緊密な連携を図る。

(3) 監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行の監査および監
査体制の整備のため、代表取締役と定期的に会合を開催する。

(4) 監査等委員会は、職務の遂行にあたり必要な場合には、弁護士または公認会計士等の外部
専門家との連携を図る。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

[業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要]
　当社の取締役会が定めた「内部統制システム構築の基本方針」に基づく運用状況の概要は以下
のとおりであります。

　取締役会は、代表取締役１名、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名及び監査等委
員である取締役３名（内、社外取締役２名）の計６名で構成され、当事業年度は17回開催（毎
月1回以上）いたしました。経営上の重要な意思決定を行うとともに、経営上のリスクの識別及
び分析等を実施し、その対応策について重点的に協議を行っております。
　また、執行役員制度を導入しており、各執行役員は、代表取締役の指揮・監督のもとで各自の
担当職務を執行しております。
　子会社については、「子会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会において審議
し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。
　内部監査室は、内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、各部店を対象
とする内部監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査等委員会に報告しており
ます。
　監査等委員会は、当事業年度において16回開催（毎月1回以上）され、監査等委員全員が全て
に出席しております。監査等委員会が定めた監査方針及び監査計画に基づき、各監査等委員は重
要な会議に出席して助言・提言を行うとともに、重要な決裁書類等の閲覧・ヒアリング等を行い
業務執行取締役の意思決定の過程・業務執行状況について監査・監視を行っております。
　監査等委員会と会計監査人は、監査報告会等により定期的に意見交換を行い、情報の共有と問
題点に関する認識の一致を図り、監査の実効性を高めております。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)
株 主 資 本 そ の 他 の 包 括

利 益 累 計 額
純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利 益 累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 653,084 627,597 4,713,562 △117 5,994,127 83 83 5,994,210

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △140,605 △140,605 △140,605

親会社株主に帰属する当期純利益 343,880 343,880 343,880

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △97 △97 △97

当 期 変 動 額 合 計 － － 203,274 － 203,274 △97 △97 203,176

当 期 末 残 高 653,084 627,597 4,916,837 △117 6,197,402 △14 △14 6,197,387

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、事業用定期借地契約による借
地上の建物については、耐用年数を定期借地期間とし、残存価額
を零とした定額法によっております。

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 1社
・連結子会社の名称 株式会社バッファローフードサービス

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 株式会社ファイバーワーク
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計
算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外して
おります。

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
ております。

・市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお
ります。

原材料 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 固定資産の減価償却の方法
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ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。また、事業用定期借地権については、契約年数を基
準とした定額法によっております。

④ 退職給付に係る
負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給
付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　　　　　　２～34年
機械装置及び運搬具　　　　　　２～15年
その他　　　　　　　　　　　　２～14年

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

③ 引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会
計年度に負担すべき額を計上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
　オートバックス事業における商品又はサービスの販売に係る収益は、主に店舗小売等による販売であ
り、顧客との販売契約に基づいて商品又はサービスを引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務
は、商品又はサービスを引き渡す一時点において、顧客が当該商品又はサービスに対する支配を獲得して
充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。商品の保証・預りサービスに係る収益は、主
に商品の延長保証・保管預りサービスであり、顧客との契約に基づいて保証・預りサービスを提供する履
行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の
充足の進捗度に応じて収益を認識しております。当社グループが代理人として商品又はサービスの販売に
関与している場合には、純額で収益を認識しております。
　飲食事業における飲食サービスの提供に係る収益は、主に店舗における飲食料品の提供による販売であ
り、顧客の注文に基づいた飲食料品を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、飲食料品を
提供する一時点において、顧客が当該飲食料品に対する支配を獲得して充足されると判断し、提供時点で
収益を認識しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

オートバックス事業 飲食事業 計

一時点で移転される財 10,793,964 1,148,571 11,942,536

一定の期間にわたり移転される財 243,118 － 243,118

顧客との契約から生じる収益 11,037,083 1,148,571 12,185,655

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 11,037,083 1,148,571 12,185,655

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」及び「廃バッテリー売
却益」、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、重要性が増したため、当連結会計
年度より独立掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「受取保険金」は1,679千円、「廃バッテリー売却益」は4,691千円、「固定資産
除却損」は776千円であります。

４．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　⑤
収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、151,113千円であり、当社グル
ープは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から２年の間で収益を認識することを見
込んでおります。
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（単位：千円）
当連結会計年度

有形固定資産

オートバックス事業 1,730,325

飲食事業 538,324

(1) 契約負債の残高（注） 151,113千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,047,419千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,345,874株 －株 －株 2,345,874株

５．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、有形固定資産等について、資産又は資産グループの減損の兆候の有無を判定しています。
資産又は資産グループが減損している可能性を示す兆候が存在し認識の必要が生じた場合には、当該資産又は
資産グループの回収可能価額の見積りを行っています。資産又は資産グループの回収可能価額は正味売却価額
と使用価値のいずれか高い方の金額としており、資産又は資産グループの回収可能価額が帳簿価額を下回るも
のについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該損失を減損損失として計上しています。使用価値の算
定にあたっては、資産又は資産グループの経済的残存使用年数や将来キャッシュ・フロー、割引率等につい
て、一定の仮定に基づいています。
　減損の兆候、認識、測定において使用した営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローの見込みや将来
キャッシュ・フローは、翌期以降の損益計画に基づいて見積りを行っております。オートバックス事業の損益
計画には売上高等に一定の仮定が含まれます。また、飲食事業の損益計画には売上高、粗利率、経費等に一定
の仮定が含まれます。
　これらの見積り及び仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しており適切であると考えています
が、市場環境の変化等によりその見積りの前提とした仮定に変更が生じた場合は、翌連結会計年度において減
損損失が発生する可能性があります。

６．連結貸借対照表に関する注記

（注）契約負債は、連結貸借対照表のうち流動負債の「その他」に含まれております。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,444株 －株 －株 2,444株

・配当金の総額 70,302千円
・１株当たり配当金額 30円
・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月19日

・配当金の総額 70,302千円
・１株当たり配当金額 30円
・基準日 2024年９月30日
・効力発生日 2024年12月２日

・配当金の総額 70,302千円
・１株当たり配当金額 30円
・配当金の原資 利益剰余金
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月23日

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2024年６月18日開催の第42期定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2024年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2025年６月20日開催の第43期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

８．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針でありま
す。なお、デリバティブ取引及び投機的な取引は基本的に行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、主に相手先がローン及びクレジット会社であります。
　差入保証金は、主に当社グループの事業所の賃借に係るものであります。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

－ 12 －



2025/05/26 19:19:49 / 24180477_株式会社バッファロー_招集通知

連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 関係会社株式 2,263 2,263 －

(2) 差入保証金 617,853 597,023 △20,830

(3) 短期借入金 279,410 279,632 222

(4) 1年内返済予定長期借入金 69,588 72,707 3,119

(5) 長期借入金 240,150 236,640 △3,509

(6) リース債務（流動負債） 25,373 25,228 △144

(7) 長期未払金 58,217 58,000 △216

(8) リース債務（固定負債） 61,119 59,950 △1,168

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後２ヶ月であ
ります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ア. 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、経理部において取引先毎に期日及び残高を管理しております。
イ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　該当事項はありません。
ウ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを
管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 15,000千円）は、「関係会社株式」には含め
ておりません。また、現金及び預金、売掛金、買掛金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似することから、記載を省略しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
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レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
関係会社株式 2,263 － － 2,263

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 597,023 － 597,023
短期借入金 － 279,632 － 279,632
1年内返済予定長期借入金 － 72,707 － 72,707
長期借入金 － 236,640 － 236,640
リース債務（流動負債） － 25,228 － 25,228
長期未払金 － 58,000 － 58,000
リース債務（固定負債） － 59,950 － 59,950

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

関係会社株式
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金
　差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率を基に割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(1) １株当たり純資産額 2,644円58銭
(2) １株当たり当期純利益 146円74銭

短期借入金、長期借入金、長期未払金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 653,084 627,597 627,597 35,575 3,800,000 877,987 4,713,562

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △140,605 △140,605

当 期 純 利 益 348,606 348,606
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 208,001 208,001

当 期 末 残 高 653,084 627,597 627,597 35,575 3,800,000 1,085,989 4,921,564

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △117 5,994,127 83 83 5,994,210

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △140,605 △140,605

当 期 純 利 益 348,606 348,606
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △97 △97 △97

当 期 変 動 額 合 計 － 208,001 △97 △97 207,903

当 期 末 残 高 △117 6,202,128 △14 △14 6,202,113

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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①　有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、事業用定期借地契約による借
地上の建物については、耐用年数を定期借地期間とし、残存価額
を零とした定額法によっております。

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。また、事業用定期借地権については、契約年数を基
準とした定額法によっております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

・市場価格のない株式等
　主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお
ります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　　　３～34年
構築物　　　　　　　　　　　　２～20年
機械及び装置　　　　　　　　　２～15年
車両運搬具　　　　　　　　　　２～６年
工具、器具及び備品　　　　　　２～14年

③　リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年
度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④　債務保証損失引当金 関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財
政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

⑤　関係会社事業損失引当金 債務超過となっている関係会社について、当社が負担することと
なる損失見込額を関係会社事業損失引当金として計上しておりま
す。

(4) 収益及び費用の計上基準
　商品又はサービスの販売に係る収益は、主に店舗小売等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて
商品又はサービスを引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又はサービスを引き渡す一
時点において、顧客が当該商品又はサービスに対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益
を認識しております。商品の保証・預りサービスに係る収益は、主に商品の延長保証・保管預りサービスで
あり、顧客との契約に基づいて保証・預りサービスを提供する履行義務を負っております。当該契約は、一
定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。当社が代理人として商品又はサービスの販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま
す。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っております。
　なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」及び「廃バッテリー売却
益」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。
　なお、前事業年度の「受取保険金」は1,670千円、「廃バッテリー売却益」は4,691千円であります。
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（単位：千円）
当事業年度

有形固定資産 1,730,325

（単位：千円）
当事業年度

関係会社長期貸付金 400,000
貸倒引当金 △400,000
貸倒引当金繰入額 150,000
債務保証損失引当金戻入益 14,700
関係会社事業損失引当金戻入益 15,947

４．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

５．会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結計算書類の連結注記表
「４．会計上の見積りに関する注記　固定資産の減損　(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内
容に関する情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

(2) 飲食事業子会社への投融資の評価
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社への貸付金について、融資先の支払能力を総合的に勘案し、回収不能と見込まれる金額
について貸倒引当金を計上しております。また、債務保証について、主たる債務者の財政状態の悪化等によ
り、保証人が保証債務を履行し、その履行に伴う求償債権が回収不能となる可能性が高い場合には、債務保
証損失引当金を計上しております。更に、債務超過になっている関係会社については、その債務超過額から
債務保証損失引当金を控除して、関係会社事業損失引当金を計上しております。
　当社は、関係会社の投融資の評価を、関係会社の経営状態、債務超過の程度、今後の収益及び資金繰りの
見通し等を考慮して判断しております。当該見積りは、翌期以降の損益計画に基づいており、これには売上
高、粗利率、経費等に一定の仮定が含まれます。
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(1) 契約負債の残高（注） 151,113千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,954,631千円
(3) 保証債務（注） 589,148千円
（注）連結子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

①　短期金銭債権 86,974千円
②　短期金銭債務 318,039千円
③　長期金銭債権 153,659千円

①　仕入高 3,765,481千円
②　その他の営業取引高 919,755千円
③　営業取引以外の取引高 6,546千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,444株 －株 －株 2,444株

　これらの見積り及び仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しており適切であると考えています
が、市場環境の変化等によりその見積りの前提とした仮定に変更が生じた場合は、翌事業年度において引当
金繰入額又は戻入額が発生する可能性があります。

６．貸借対照表に関する注記

（注）契約負債は、貸借対照表の「前受収益」に含まれております。

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

８．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
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(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 （単位：千円）
繰延税金資産

賞与引当金 48,155
棚卸資産仕入割戻配賦額 41,082
棚卸資産評価損 17,086
未払事業税 8,631
未払費用 7,223
退職給付引当金 200,192
関係会社貸付金に係る貸倒引当金 125,600
関係会社株式評価損 53,380
減損損失 49,117
資産除去債務 25,563
減価償却費 26,785
前受収益 30,306
その他 29,207

繰延税金資産小計 662,333
評価性引当額（注） △181,461

繰延税金資産合計 480,872
繰延税金負債

前払費用 △14,868
資産除去債務に対する資産 △2,497

繰延税金負債合計 △17,366
差引：繰延税金資産の純額 463,506

９．税効果会計に関する注記

（注）評価性引当額の主な内容は、関係会社貸付金に係る貸倒引当金及び関係会社株式評価損に
係るものであります。

(２) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ

とに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われること
になりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金
資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は9,595千
円増加し、退職給付に係る調整累計額が5,737千円増加し、法人税等調整額が9,595千円減少しておりま
す。
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種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

その他の
関係会社

㈱オートバック
スセブン

( 被 所 有 )
直接

21.3％

商品の仕入先 商 品 の 仕 入
（注１） 3,519,369

買 掛 金 288,026

未 収 入 金 566

販売協賛金の受取り 受 取 協 賛 金 等
（注２） 1,122 未 収 入 金 82,685

土地建物の賃借 賃 借 料 の 支 払
（注3） 161,580

前 払 費 用 14,811

長 期 前 払 費 用 9,019

差 入 保 証 金 153,659

種 類 会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子会社 ㈱バッファロー
フードサービス

所 有
直接

100％
資金の援助

資 金 の 貸 付 400,000
長 期 貸 付 金

（注１） 400,000
資 金 の 回 収 250,000

利 息 の 受 取
（注２） 2,952 その他

流動負債 2,065

債 務 保 証
（注３） 589,148 － －

10．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 商品の仕入については、他のフランチャイジーと同様の条件であります。

２. 販促企画等に基づき、期首において取引条件を決定、又は、期中における条件交渉により決定して
おります。

3. 賃借料の支払は、近隣の取引実勢等に基づいて賃借料金額を決定しております。
(2) 子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．長期貸付金については、貸倒引当金400,000千円を計上しております。

２．資金の貸付利率は、市場金利を勘案して決定しております。
３．金融機関からの借入金に対し債務保証を行っております。
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種 類 会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

その他の
関係会社
の子会社

㈱オートバック
スフィナンシャ
ルサービス

－

設備のリース

支 払 リ ー ス 料
(注) 4,924 リース債務(流動) 5,089

支 払 利 息
（注） 648 リース債務(固定) 11,882

ローン・クレジ
ット債権の回収

債 権 回 収 高 7,621,675
売 掛 金 617,400

支 払 手 数 料 175,401

(1) １株当たり純資産額 2,646円60銭
(2) １株当たり当期純利益 148円76銭

(3) 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）リース料については、提示された見積りを他社より入手した見積りと比較のうえ、交渉により決定して

おります。

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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